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用 語 の 説 明 

 

◎被保険者の区分 

１．一般被保険者 

  ２以外の国保被保険者を指す。 

 

２．退職被保険者等 

  国保被保険者のうち、被用者年金各法に基づく老齢（退職）年金の受給権者であって、

被用者年金の加入期間が２０年以上若しくは４０歳に達した月以降の加入期間が１０年

以上である者と、その被扶養者のことを指す。 

  （退職者医療制度の原則廃止により、平成２７年度以降の新規適用はなくなった。そ

の後経過措置として存続していたが、令和６年４月１日をもって完全に制度が廃止され

る。これにより退職被保険者という区分もなくなる。） 

 

◎国民健康保険法による保険給付関係 

１．療養の給付 

被保険者の疾病及び負傷等に対して保険医療機関等から直接に医療という現物をもっ

て給付することをいう。 

（診療費（入院、入院外、歯科）と調剤の支給額の合計である。） 

また、被保険者は療養の給付を受ける際は一部負担金を負担する。 

 

   ≪一部負担割合≫ 

未就学児 ・・・・・・・・・・・・・・・・２割 

       就学児以上７０歳未満 ・・・・・・・・・・３割 

       ７０歳以上（一般、低所得者Ⅱ・Ⅰ）・・・・２割 

       ７０歳以上（現役並み所得者）・・・・・・・３割 

 

２．入院時食事療養・生活療養費 

入院時食事療養費とは、入院及びその療養に伴う世話、その他の看護の給付と併せて

受けた食事に要した費用のことであり、平成６年１０月より療養の給付より分離し別個

の給付として位置付けられた。平成１８年４月より負担方法が１日単位から１食単位へ

変更され、それに伴い標準負担額が変更された。また、平成１８年１０月より療養病床

に入院する７０歳以上の被保険者について、食事療養費の標準負担額が変更されるとと

もに、新たに生活療養費として居住費（光熱水費）にかかる負担が追加され、居住費の
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標準負担額が設定された。 

 

 

３．訪問看護療養費 

  在宅の寝たきりの患者等に対し、看護師等を訪問させる、介護に重点をおいた看護     

サービスの提供にかかる費用を指す。 

 

４．療養費 

療養の給付を行うことが困難な場合、緊急その他やむを得ない場合等において、療養

に要した費用を被保険者が一時的に支払い、事後にその費用を被保険者に現金で支給す

るものである。 

平成１３年１月から海外での病気やけがの治療に対しても海外療養費として給付され

ることになった。 

 

５．移送費 

入院治療や転院を要する場合で、緊急その他やむを得ない理由により自動車等を利用

して移送の費用がかかったときに、保険者が必要と認めた場合に支給するものである。 

 

６．療養諸費費用額 

療養の給付、入院時食事療養・生活療養費、訪問看護療養費、療養費及び移送費の費

用額の合計である。 

療養諸費費用額＝保険者負担分＋一部負担金＋他法負担分 

    入  院  時 訪 問   

入 院 入 院 外 歯 科 調 剤 食事療養・ 看 護 療 養 費 移 送 費 

    生活療養費 療 養 費   

    診 療 費    

      療養の給付   療養費 

 療養の給付等    療養費等  

 療 養 諸 費   

 

７．高額療養費 

（１）１人・１か月・同一医療機関において、一部負担金が次の自己負担限度額を超える

ときに支給するものである。 

※持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律(平成２５年法律第１２号)の 

規定に基づく「負担能力に応じた負担を求めるための観点からの高額療養費の見直し」に係る措置とし 
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て、高額療養費の所得区分及び算定基準額（自己負担限度額）等はきめ細やかに設定されることとなっ 

た。 

≪７０歳未満の自己負担限度額≫ 

（表１） 

年間所得区分 算定基準額(円) 

901万円超 

（区分:ア） 

252,600＋(総医療費－842,000)×1% 

<多数回該当：140,100> 

600万円超 

901万円以下（イ） 

167,400＋(総医療費－558,000)×1% 

<多数回該当：93,000> 

210万円超 

600万円以下（ウ） 

80,100＋(総医療費－267,000)×1% 

<多数回該当：44,400> 

210万円以下 

（エ） 

57,600 

<多数回該当：44,400> 

住民税非課税 

（オ） 

35,400 

<多数回該当：24,600> 

 

※所得とは、「基礎控除後の総所得金額等」に当たる。 

 

≪７０歳以上の自己負担限度額≫ 

一般及び低所得者Ⅰ・Ⅱの者については、外来（個人単位）の限度額を適用後、外来＋

入院（世帯単位）での限度額を適用する。 

 

    【外来（個人単位）自己負担限度額】 

一   般     18,000円 

現役並み所得者 Ⅲ（課税所得 690万円以上） 

→表１の区分アの算定基準額を適用 

        Ⅱ（課税所得 380万円以上） 

         →表１の区分イの算定基準額を適用 

        Ⅰ（課税所得 145万円以上） 

         →表１の区分ウの算定基準額を適用 

低所得者Ⅱ・Ⅰ    8,000円 
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 【外来＋入院（世帯単位）自己負担限度額】 

一   般    →表１の区分エの算定基準額を適用 

現役並み所得者 Ⅲ（課税所得 690万円以上） 

→表１の区分アの算定基準額を適用 

        Ⅱ（課税所得 380万円以上） 

         →表１の区分イの算定基準額を適用 

        Ⅰ（課税所得 145万円以上） 

         →表１の区分ウの算定基準額を適用                         

低所得者Ⅱ      24,600円 

       低所得者Ⅰ     15,000円 

 

現役並み所得者とは、同一世帯に住民税課税所得※が 145 万円以上の７０～７４歳の国

保被保険者がいる者を指す。但し、７０～７４歳の国保被保険者の収入合計が、２人以上

で 520万円未満、１人で 383万円未満の場合は、申請により「一般」の区分となる。 

 低所得者Ⅱとは、同一世帯の世帯主及び国保被保険者が住民税非課税の者（低所得者Ⅰ

以外の者）を指す。 

 低所得者Ⅰとは、同一世帯の世帯主及び国保被保険者が住民税非課税で、その世帯の各

所得が必要経費・控除（年金の所得は控除額を 80万円として計算）を差し引いたときに０

円となる者を指す。 

 

※昭和２０年１月２日以降生まれの７０～７４歳の国保被保険者がいる世帯のうち、７０

～７４歳の国保被保険者の「基礎控除後の総所得金額等」の合計額が 210万円以下の場合

は、「一般」の区分と同様となる。 

 

（２）世帯合算 

同一月・同一世帯で、21,000円以上の自己負担額を２回以上支払った場合、それら 

を合算して自己負担限度額を超える部分について支給する。（７０歳未満の者同士で合

算する場合） 

 

７０歳未満の者と７０歳以上７５歳未満の者で合算する場合 

→７０歳以上７５歳未満の者について自己負担限度額を計算した後、７０歳未満の

者の合算対象額（21,000円以上の自己負担額）を合算して７０歳未満の者の自己

負担限度額を超える部分について支給する。 
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７０歳以上７５歳未満の者同士で合算する場合 

→個人単位で外来（個人単位）の限度額を適用し、その後、同じ世帯の７０歳以上

７５歳未満の者の入院を含む自己負担額を合算して、外来＋入院（世帯単位）の限

度額を超えた分について支給する。 

 

（３）多数該当 

過去１２か月間に、同一世帯で高額療養費の支給が４回以上あった場合は、４回目

以降の自己負担限度額は以下のとおりとなる。 

 

≪４回目以降の自己負担限度額（７０歳未満）≫ 

年間所得区分 ４回目以降（円） 

901万円超 140,100 

600万円超 901万円以下 93,000 

210万円超 600万円以下 44,400 

210万円以下（住民税非課税世帯除く） 44,400 

住民税非課税世帯 24,600 

 

≪４回目以降の自己負担限度額（７０歳以上）≫ 

 一   般                           →44,400円 

現役並み所得者 Ⅲ（課税所得 690万円以上）→140,100円 

      Ⅱ（課税所得 380万円以上）→93,000円 

Ⅰ（課税所得 145万円以上）→44,400円 

 

（４）特定疾病 

特定疾病該当者の場合、特定疾病に係る医療費の自己負担が１か月につき 10,000円

（医療機関ごと）になる。なお、慢性腎不全で人工透析が必要な７０歳未満の上位所

得者（表１の区分ア・イに当たる者）は上記負担額が 20,000円になる。 

 

８．その他の保険給付 

  出産育児一時金、葬祭費等の支給を指す。 
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◎諸率 

１．年間平均被保険者数（世帯数） 

令和３年３月から令和４年２月（国民健康保険組合は令和３年４月から令和４年３月）

までの各月末における被保険者数（世帯数）の合計を１２で除した数値をいう。 

２．件数（受診件数） 

毎月支給決定された件数（診療報酬明細書（レセプト）等の枚数）の総数をいう。 

３．日数 

診療した実日数をいう。 

４．受診率 

受診件数を被保険者数で除したものをいい、月間の件数を月末の被保険者数で除した

ものを月別受診率、年間の総件数を年間平均被保険者数で除したものを年間受診率と  

いう。本書では１００倍して１００人当たりの受診件数にしている。 

５．１件当たり日数 

年間診療日数を年間受診件数で除したもので、入院の場合は１か月間における平均 

入院日数、外来では１か月間の平均通院日数を意味する。 

６．１日当たり診療費 

診療に要した年間費用額を診療実日数（年間）で除したものであり、１日当たりの  

診療単価ともいえる。 

７．１人当たり診療費 

診療に要した年間費用額を年間平均被保険者数で除したものである。 
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